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知的財産の有効活用

知的財産権（特許権）
の価値は？



背 景

２００２年 １月 知的財産戦略会議 設置

７月 知的財産戦略大綱 発表

「知的財産立国」

１２月 知的財産基本法 公布

２００３年 １月 金融庁

特許・著作権の信託を解禁



日本弁理士会の動き

２０００年 特許委員会「特許権の価値評価について
の調査・研究」

裁判所から依頼される特許権の鑑定評価に対
する画一的な算定方法を模索

２００２年 知的財産価値評価機関設立検討委員会

評価機関設立の具体的検討
→裁判所に対する協力体制を整える

（設立時には裁判所案件のみを対象）

２００５年 知的財産価値評価推進センター設立

日本弁理士会の付属機関として設立



知的財産価値評価推進センター

評価推進センター長：丸島 儀一
運営委員：約７０名
評価人候補者（登録者）：約１６０名



知的財産価値評価推進センター
の設立目的

１．裁判所からの依頼に対応

・「知的財産権価値評価ガイドライン」作成

・「知的財産権価値評価マニュアル」作成

・評価人の育成および認定

２．新規業務の可能性調査



知財価値評価が必要となる局面

１．ライセンス

２．Ｍ＆Ａ

３．個別の知的財産権の売買

４．民事執行手続における権利譲渡等

５．損害賠償訴訟における損害額算定

６．職務発明の対価算定

７．知財担保融資

８．知的財産の証券化



知財価値評価の内容

金銭的価値評価：

経済的評価（知的財産権の値段）

非金銭的価値評価：

技術的評価（基本発明、改良発明等）

法的評価（権利の有効性、利用抵触等）



知的財産の経済的評価方法
その特許権はいくらか？

１．コストアプローチ

・その知的財産を取得する費用から評価

２．マーケットアプローチ

・市場相場から評価（ｃｆ．不動産）

・類似の取引事例を参考にする

３．インカムアプローチ

・その知的財産が将来生み出すであろう価値

（収益）を現在価値に換算する



知財価値評価推進センター
での評価手法（１）



知財価値評価推進センター
での評価手法（２）

インカムアプローチの一種であるＤＣＦ
（Discount Cash Flow）法で現在価値（ＰＶ）を求める

ＰＶ ：現在価値（Ｐｒｅｓｅｎｔ Ｖａｌｕｅ）
Ｋ ：知的財産権の寄与度
Ｃｔ ：将来のキャッシュフロー
α ：割引率
ｎ ：期間
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知財価値評価推進センター
での評価手法（３）
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Ｋ（知的財産権の寄与度） ：１／３（利益三分法）
Ｃｔ （将来のキャッシュフロー） ：各年の営業利益
ｎ （期間） ：知的財産権の残存期間
α （割引率） ：年利（知財高裁では１０％）



知財価値評価推進センター
での評価手法（４）



特許庁での評価手法



ま と め

２．裁判所案件
・知的財産価値評価推進センターが対応
・「知的財産権価値評価ガイドライン」、

「知的財産権価値評価マニュアル」の作成
・評価人の育成（１９年度に認定制度）

１．知的財産価値評価
評価手法はケースバイケース

３．我々の取り組み
技術評価方法の確立（先行技術調査等）



Thank You


